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研究成果の概要（和文）：東日本大震災からの復興に向かう福島県において、学校や一般社会における復興教育
は必要不可欠である。本研究課題では、教科連携を軸にアクティブラーニングやICT教育を活用しながら、復興
に関わる教員養成プログラムや社会教育プログラムの構築を目指した。『未来創造教育論』を新たに開講して50
年後の未来を見据えた教育モデルを構築したほか、研究メンバーそれぞれが、地域の機関とも連携しつつ防災教
育、エネルギー教育、環境教育などに関する調査を進めた。

研究成果の概要（英文）：The earthquake that occurred at 2:46pm on March 11, 2011 was a off the 
Pacific Coast of Tohoku Earthquake (Mw9.0). On the morrow of Nuclear and radiation accidents 
occurred at the Fukushima No.1 nuclear power plant. Reconstruction education is indispensable to the
 restoration of the Fukusima region. We tackled a creative reconstruction education model based on 
integration of arts and sciences and cooperation of the subjects. We began a new series of lectures 
education theory of Future Planning and constructed an new education model at Fukushima 50 years 
from now. And each member tackled the disaster education, energy education and environmental 
education.   

研究分野：教育学

キーワード： 復興教育

  ４版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
地震・津波・原子力発電所事故の三重複合
災害である東日本大震災によって大きな被
害を受けた福島県では、発災から 2年半余り
を経過した 2013年 10月時点においても、14
万人余りの住民が避難生活を余儀なくされ
ている。これに伴って、福島県では避難者の
コミュニティの再建が最優先で行われてき
ている。また、除染の遅れや汚染水の問題な
ど東京第一原子力発電所事故が未だに終息
していないことや、用地交渉が難航し復興公
営住宅の建設が進んでいないといった新た
な問題が発生している。このため、仮設住宅
の入居期間が延長され、福島県浜通り地域を
はじめとする東日本大震災被災地の復興に
はまだ相当の時間がかかることが見込まれ
ている。 
このような状況の下で、福島大学をはじめ
とする教育関係諸機関は東日本大震災直後
より OECD 東北スクールや土曜こどもキャ
ンパスなどをはじめとして、被災地の復興教
育を精力的に行ってきた。これまでの復興教
育の主たる目的は、発災前の教育環境への回
復や震災で傷ついた子どもたちの心のケア
を行うことであった。震災復興への道のりが
長期化する中で、これからの復興教育におい
て育成が求められているのは、自身が専攻す
る分野のみならず他の学問分野の知識や考
え方を身につけた、復興に対して多角的な視
点から取り組める人材である。そこで、本申
請研究では、福島県を中心とした東日本大震
災被災地において、大学生、小中学校教員、
一般市民などを対象に文理融合・教科連携に
基づいた複合的な復興教育を実施し、震災復
興に関わる多様な分野の知識や考え方を持
ち合わせた人材を育成する。 
 
２．研究の目的 
 東日本大震災からの復興に向かう福島県
において、学校や一般社会における復興教育
は必要不可欠である。福島第一原発事故から
の復興への道のりが長期化する中で、多様な
学問分野の知識や考え方を身につけた、復興
に対して多角的な視点から取り組める人材
が求められている。そこで本申請研究では、
福島大学学生、小中学校教員、一般市民など
を対象として、教科連携を軸にアクティブラ
ーニングや ICT教育を活用しながら、復興に
関わる教員養成プログラムや社会教育プロ
グラムを構築する。また、大学生が大学で学
んだ授業を地域社会に還元するといった大
学・大学院教育と社会教育を融合させる試み
も併せて行う。震災復興に関わる多様な分野
の知識や考え方を持ち合わせた人材を育成
し、福島県や日本社会の未来に貢献すること
を目的とする。 
 
３．研究の方法 
 本申請研究では、『教員養成』、『防災教育』、
『放射線教育』、『エネルギー教育』の４つを

研究の柱とし、研究分担者の専門性を活かし
たそれぞれの立場から復興教育に関する研
究を進めていく。教員養成グループは現復興
教育を担う教員輩出のための大学・大学院教
育を、防災教育グループは自然災害に関する
正しい知識を持つための防災教育を、放射線
教育グループはリスク低減を意識した放射
線教育を、エネルギー教育グループは今後の
日本の環境を考えるためのエネルギー教育
を行う。グループ間で綿密な情報交換を行い、
横の連携を取りながら様々な課題に取り組
んでいく。研究チーム毎の主体的な研究活動
の推進を尊重しつつも、複数グループないし
は全体での共同作業なども随時行い、臨機応
変かつ弾力性のある研究組織を目指す。 
 
４．研究成果 
平成 26 年度 
研究チーム全体の取組として、中村、平中、
阿内、高橋が担当する４つの科目を連携した
授業を行った。４つの授業を数回にわたって
統合して、各教員がそれぞれの専門領域から
支援し、受講生同士でグループワークやディ
スカッションを行い、受講生が能動的学習に
より復興のあり方や教育手法を検討した。 
研究メンバーそれぞれの取組としては、中
村は『４種類の防災教育』をキーワードに主
として、大学生や一般市民を対象にした防災
教育を実施した。平中は、大学院連携授業に
あたって基本的な授業設計を実施するとと
もに、放射線を意識した野外観察のあり方に
ついて教員養成の観点から検討した。阿内は、
復興教育を支える教員養成のための、プログ
ラムについて研究を進めた。高橋は、人文学、
語学教育と復興教育との接点を探るべく研
究を行った。人文学の領域では、フランス革
命戦争期のドイツ文学における危機意識を
研究、教育のテーマとし、危機の時代からの
復興を考える指標を見いだす試みを行って
いる。山川は、和歌山大学防災教育研究セン
ターの立ち上げに向けた有識者会議にメン
バーとしてかかわり、紀伊半島和歌山県内で
の「防災研究教育」のあり方について意見を
述べた。 
 
平成 27 年度  
研究チーム全体の取り組みとしては、昨年
度に引き続き大学院合同授業を展開した。昨
年からの探求テーマである、原発災害からの
復興とともに、中山間地域における教育現状
（複式学級）などのテーマも扱った。研究メ
ンバー個々の取り組みとしては、中村は過去
の災害の被災地も含めて復興過程や防災教
育について調査したほか、福島大学自然地理
学中村研究室 Facebook ページを立ち上げ、
東日本を中心とした自然災害や災害対策に
関しての解説を毎日行っている。平中は、小
学校教員を対象としたプロジェクト学習の
ための LMS（Learning Management System）
を構築し、小学校教員養成のあり方を検討し



ている。阿内は、教育行政学の立場から福島
県の復興とその課題について調査を行った。
高橋は、国際比較の観点から東日本大震災後
の日独環境・エネルギー政策比較研究を行っ
た。山川は地域経済論の立場から再生可能エ
ネルギーの調査を行い、福島市土湯温泉町に
おける小水力発電と地熱バイナリー発電の
開設とその効果について検証した。 
 
平成 28 年度  
研究チーム全体の取組として、中村、平中、
阿内、高橋を担当教員として、未来創造教育
論を開講した。未来創造教育論は東日本大震
災以降の福島県における教育課題に対応し、
将来（50 年後）にわたって地域の人材育成の
担い手となる人材の養成を目指すものであ
る。受講生とともに福島県浜通りや栃木県宇
都宮市などに現地調査に行き、被災地の現状
や原発避難者のインタビューに関する調査
などを行った。 
研究メンバー個々の取り組みとしては、中
村は熊本地震や糸魚川火災の被害と復興に
関わる調査を行ったほか、全国のジオパーク
における防災教育について調査を行った。平
中は、昨年度に引き続き LMS を用いた小学校
教員養成の効果検証を行ったほか、3D プリン
タにより作成した地形流水モデルを用いた、
地域自然理解のための実践カリキュラムの
開発を行った。阿内は、教育行政学の立場か
ら福島県内での事例調査を行った。 
事例調査ではふたば未来学園高校の設立
の経緯やその課題を調査したほか、県内市町
村での学校再開や震災から5年を経ての新た
な課題をインタビューした。高橋は、ドイツ
のエネルギー転換を支える理念を思想史的
に分析した。山川は地域経済論の立場から原
子力災害による累積的被害構造と被災者の
帰還政策に関わる課題を調査し、NHK 総合・
教育 TV の「視点・論点」においてその概要
を発信した。 
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